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要旨：本研究では地下鉄 RC 開削および潜函トンネルを対象として，構造物の実測データと劣化予測手法を

組み合わせることで鋼材腐食の進展を予測し，その結果に基づき補修順位と対策実施時期を決定する維持管

理マネジメントシステムの提案を行った。予測手法の妥当性を検証するために，実構造物の鋼材腐食状況を

調査した結果，提案手法は概ね実際の劣化進行を捉えていることを示した。また異なる補修戦略を採用した

場合における維持管理コストならびに剥落リスクを算出し，両者を勘案した維持管理戦略の策定支援に有効

であることを示した。  
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1. はじめに 

 東京地下鉄株式会社（以下，東京メトロという）は，

2008 年 6 月に開業した副都心線を含め全 9 路線，営業キ

ロ 195.1km の土木構造物の管理を行っている。地下鉄の

1 日あたりの乗客数は約 633 万人であり，最小 2 分間隔

での列車運行を実施する首都圏の交通を支える重要な

社会基盤施設である。維持管理対象としている土木構造

物のうち約 8 割が RC トンネル区間であり，供用開始か

ら 80 年以上経過している区間もある。東京都市部を支

える重要な輸送インフラであること，またユーザーの定

時運行に対する強いニーズがあることを鑑みると，構造

物の劣化に起因する不測の事態により列車運行が妨げ

られる影響は大きく，その社会的・経済的損失は大きい。

今後，さらに土木構造物の老朽化が進むにつれて，維持

管理の重要度が増加することが予想される。 

現在の維持管理では，大別して，定期的に行っている

全般検査と，当該検査結果において変状が激しい箇所に

対して行われる個別検査が行われている。ここでは変状

発生を受けて対処する事後措置が主となっており，予防

保全の概念を取り入れた効率的な維持管理が求められ

ている。またステークホルダーに対する説明責任が必要

とされるなかで，土木構造物の維持管理に関しても対策

内容についての透明性の確保が重要になりつつある。 

近年，社会資本ストックの長寿命化の方法論として，

アセットマネジメントという概念が着目されるように

なってきた 1)。しかしながら，トンネル構造物に適用し

た事例は未だ少ない。また東京メトロの保有する構造物

は建設時期が大きく異なるため，健全性の評価や将来予

測が困難な状況にある。そこで本研究では，より効率的

な維持管理手法の確立を目指して，各種実測データをも

とに，トンネル構造物内部の健全性評価手法の構築とそ

の妥当性の検証を行う。さらに予測結果に基づく維持管

理マネジメントシステムを提案し，地下鉄一路線全域を

対象とするケーススタディの実施を試みる。 

 

2. 維持管理システムの全体概要 

提案するマネジメントシステムの枠組みは，それぞれ

独立した目的をもつ 3 つのサブシステムから構成される。

それぞれの概要は図－1 に示すとおりである。数値モデ

ルにより劣化進行を客観的に評価する健全性評価サブ

システム，設定する閾値に基づき実施すべき維持管理項

目の優先順位を出力する予防保全対策優先度決定サブ

システム，一年間の予算制約を勘案し具体的な維持管理

計画を策定支援する事業執行計画サブシステムを順次
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図-1 地下トンネルを対象とした維持管理マネジメント

システムの概要 

Work flow

健全性評価サブシステム
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をつける
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運用するものである。 

健全性に関する情報など，システム間のデータの受け

渡しは，管理原単位として定義した領域毎に行うことと

した。管理原単位は，RC トンネルの建設年度，構造形

式や施工区分，環境条件等を勘案して「コンクリートの

品質に特異な変化点が存在しないと想定される範囲」と

定めた（図－2）。管理原単位の長さは，平均で 37.5 [m]

（最大 50 [m]，最小 2 [m]）である。本研究で対象とする

構造物は，開削工法もしくは潜函工法により施工された

RC トンネルとし，その他の地下構造物および地上構造

物は対象から外した。 

地下構造物の特性および環境条件を鑑み，構造物の劣

化として中性化による内部鋼材腐食を考慮する。一部路

線では塩害劣化が顕著な箇所も存在するが 2), 3)，本研究

では対象から外した。劣化を放置することで想定される

リスクは，かぶり剥落による地下鉄運行への支障発生で

ある。なお大地震や近接工事による影響など極めてまれ

に発生し，かつ発生予測が困難なものについては，検討

項目から除外することとした。 

本研究では，著者らが過去に提案した維持管理マネジ

メントシステムの概念 2)に基づき，より確からしい劣化

予測手法を新たに導入することで，システム全体の精度

向上を目指す。また新たに実構造物から 200 超の鋼材腐

食進行に関するデータおよび補修履歴に関する画像情

報を得て，本システムによる劣化予測の妥当性に関する

検証を実施する。更に，異なる補修戦略を採用した場合

における維持管理コストならびに損害発生リスクを算

出し，両者を勘案した最適な維持管理戦略の策定支援に

つながることを示す。 

 

3. 構成サブシステムの詳細 

3.1 健全性評価サブシステム 

(1) 予測手法の概要と対象 

構造物の状態を評価するにあたり，コンクリート中の

鉄筋腐食度合を健全性の評価指標と考えた。現場測定，

非破壊試験および採取したコアによる試験の結果に加

え，熱力学連成解析システム DuCOM 4)を活用すること

で，鉄筋発錆開始時（潜伏期末 5））までだけでなく，腐

食ひび割れ発生時（進展期末 5））までを簡易的に予測す

る手法について検討した。 

(2) 中性化による鋼材腐食進行 

本研究では，鉄筋位置が中性化する時点を潜伏期末と

して定義した。中性化深さは以下の式(1)により求める。 

   tdc                               (1) 

ここに，dc：中性化深さ[mm]，：中性化速度係数[mm/year]

である。コンクリートの中性化進行速度はかぶりコンク

リートの品質に大きく依存し，コンクリートの初期配合

のみならず施工や養生の影響を強く受ける。設計図書に

よれば，対象となる構造物の示方配合は同一であるが，

測定された中性化速度係数データは施工や養生などの

影響を含むため値は場所ごとに異なった。そこで，対象

路線の建設期間中に実施された示方書や規格の制定・改

訂時期に基づき，路線を大まかに 4 つの区間に分類し，

各区間内の実測データの平均値を予測に用いた。第一次

近似として，施工によるコンクリートの品質が，示方書

などの技術指針の変遷に影響を受けると仮定したもの

 

図-2 管理原単位の概念とかぶり厚分布 

管理原単位
(平均37.5m)

路線全体

駅 c駅 b駅 a

管理原単位内のかぶり厚分布

1mピッチ

かぶり厚

設計値

表-1 中性化速度係数の設定 

中性化速度係数算出区分 1 2 3 4 

建設年代 1951～1953 1954～1955 1956～1958 1959～1962 

区分延長 [m] 4,229 1,661 5,848 6,717 

測定コアサンプル数 11 9 33 25 

平均値 [mm/year] 3.08 4.44 3.98 3.49 

分散 3.36 3.36 2.45 1.08 
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である。表－1 に，建設年代と路線延長，コアサンプル

数，中性化速度係数の平均値および分散を示す。今後，

更に多くの統計データを得ながら施工とコンクリート

品質の関連を議論する必要はあるものの，施工年代が新

しくなるにつれ，中性化速度係数の平均値ならびに分散

が概ね減少する傾向にあることが分かった。今回の路線

については，施工技術の向上によって品質変動が少なく

なる傾向を示しているものと思われる。 

 進展期末については，熱力学連成解析モデル 4)を用い

て算定した。具体的には，様々な条件下で中性化進行後

の腐食速度を計算したところ，漏水の無い地下トンネル

環境下（平均温度 15.6℃，平均相対湿度 62%）では，お

およそ 0.7~0.9 [mg/cm2.year]であった。本検討では安全側

をみて，進展期における腐食速度を一律 0.9 [mg/cm2.year]

と仮定した。コンクリートかぶりにひび割れをもたらす

限界腐食量は，式(2)により算定する 6)。 

30.7260.103809                 

1.145)661.8(841.1

1
8351.0

194.1
exp








XD

Wcr     (2) 

ここに，Wcr：限界腐食量[mg/cm2]，：クリープ係数(=0.4

を仮定)，：体積膨張率(=3.2 を仮定)，D：腐食角度(=360

度を想定)，X1：形状関数である。 

(3) 管理原単位の健全度判定指標 

電磁波レーダー法により，対象路線全延長の同一高さ

位置で側壁のかぶり厚を測定した。かぶりは施工精度に

より影響される。図－3 に示すような 5 つの高さでかぶ

りの分布を測定したところ，平均分布は測線 4 の分布と

ほぼ一致することが明らかになった。そこで図－3 に示

す側線 4 の高さで測定した 1 メートル間隔のかぶり厚さ

37,000 点をデータベース化した。 

このデータならびに前述の予測式を用いて，管理原単

位に分割された RC トンネルの健全性を評価する。具体

的には，管理原単位ごとに図－4 に示すかぶり厚 5 [mm]

単位のデータ度数分布図を作成する。次に，各かぶり厚

ごとに潜伏期末および進展期末に達する年数を計算す

る。それにより任意の T 年後において，管理原単位の中

で，進展期，加速期以降に達しうる箇所が全体の中でど

のくらいの割合を占めているのか算出することが可能

となる。この占有割合を，管理原単位ごとの RC トンネ

ルの健全性を示す評価指標として，予防保全対策優先度

 
図-3 かぶり厚の測定位置         図-4 管理原単位における測定かぶり厚分布の例 
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図-5 対象路線の構造物健全度分布図 
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判定に利用していく。 

(4) 構造物健全度分布図の算出 

管理原単位ごとの評価指標を統合することで，路線全

体の構造物健全度分布図を作成することが可能となる。

図－5 は，対象路線全体の現在と 30 年後の健全度の劣化

進展状況を視覚的に表示した結果である。凡例を図－6

に示す。30 年間の劣化進展を放置した場合，劣化状態が

進展期以降に達する路線延長は現在の 1.53 倍に，更に加

速期以降に達する路線延長は 2.17 倍になると予測される。 

 

3.2 予防保全対策優先度決定サブシステム 

 健全性評価サブシステムの結果をもとに，予防保全対

策の優先度を決定する。まず対象となる地下鉄路線に対

して維持管理計画を行う期間を設定する。続いて，設定

した鉄筋腐食過程の占有割合に関する閾値を設け，閾値

に到達する管理原単位の順に，予防保全を実施する優先

順位を決定することとした。 

占有割合の実施決定閾値は，鉄筋腐食が進展期以降に

達している割合（）と，加速期以降に達している割合

（）の 2 つを定義した。図－7 に示す閾値の設定により，

予防保全実施の判定が変わりうる概念を示す。たとえば

閾値を高めにすれば管理原単位の中で腐食進行を許容

することになるが維持管理の費用を抑えることとなり，

逆に低めに設定すれば剥落リスク低減を重視した維持

管理方針となる。管理者の戦略に応じて，任意の閾値を

決定することが可能である。 

 

3.3 事業執行計画サブシステム 

 前述のサブシステムにより，管理原単位の将来にわた

る健全性評価と，それに基づく予防保全の優先順位が決

定された。これらの情報に基づき，年度別の維持管理計

画の策定を行う。年度の予算内で事業が実施できない場

合には，事業を続く年度に先送りすることとなる。ここ

で，目視点検評価によって補修の緊急性が認められる場

合には必須事業として項目を抽出することとし，各年度

の予算に応じた補修執行計画が最終的に出力される。 

  

4. 維持管理システムの検証ならびに実行例 

4.1 健全度予測結果の妥当性検証 

健全性評価サブシステムにより出力される構造物健

全度分布図の妥当性を検証するため，実際の鉄筋腐食状

況について無作為に調査した結果と，トンネル内壁面の

画像情報との比較を試みた。はじめに鉄筋の腐食状況の

確認については，1 箇所につき 500 [mm]程度の長さに渡

ってかぶりコンクリートをはつり，計 32 箇所（206 本の

主鉄筋）の腐食度を目視により定性的に評価した。腐食

度は，A：点錆程度の表面的な腐食，B：全体に表面的な

腐食，C：浅い孔食など断面欠損の軽微な腐食，D：断面

欠損が明らかに著しい腐食，の 4 段階で評価した。なお

A と B については腐食が鉄筋表面に留まっている状態で

あり，中性化が進行していない一部の区間においても確

認された。すなわち一部は施工時に既に生じていた腐食

も含まれているものと推察される。一方 C ならびに D の

段階は，鉄筋の断面欠損を伴うものであり，供用開始以

 

図-6 健全度分布図の凡例                 図-7 閾値との設定方法      

100

E
n

larged
 figu

re

Station G Station H

Station K

駅名

駅部等対象外範囲
0

拡
大

潜伏期

進展期

加速期
駅 j

駅 e 駅 f

　　　　 　 100%
進展期を超えた割合

加
速

期
を

超
え

た
割

合

100%

OK

NGN/A

0%

NG

NG

進展期を超えた割合

加
速

期
を

超
え

た
割

合

　　　 　100%   

100%

NG

N/A

0%
NGOK

NG

-費用抑制型シナリオ-







-安全重視型シナリオ-

表-2 現場調査における腐食度と健全性予測の例 

現場

調査 

腐食度目視判定 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

写真 

    

表面状態 なし なし 浮き,ジャンカ 漏水,錆汁,ジャンカ

かぶり厚（㎜） 77.5 52.0 24.0 16.5 

予測 腐食過程 潜伏期 潜伏期 進展期 加速期 
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降に顕著な進展を示しているものである。 

実際の腐食度と健全性予測の代表的な例を表－2 に示

す。この調査結果に基づく,全ての鉄筋の腐食度の度数割

合と予測された劣化度の関係を図－8 に示す。予測され

る劣化度が潜伏期，進展期，加速期以降となるに従って，

実際の腐食の度合いが実際に顕著になっていることが

示されている。ただし鉄筋の腐食は局所的な漏水やジャ

ンカなどの施工不良に影響を受けるため，システムで潜

伏期と判定されたものでも，実際の腐食が激しい箇所も

見受けられる。劣化予測と実際の状況に矛盾が見られる

個々の事例に対する検証は今後の課題とする。 

続いて，画像情報と劣化予測の関連を検証する。画像

情報はビデオカメラによるトンネル内面の高解像度連

続撮影によりデータベース化され，漏水等の変状や補修

跡の有無およびその数量をある程度把握することが出

来る。一方で健全性評価サブシステムを援用して，かぶ

り厚の測定間隔となる 1 メートル延長幅で鉄筋腐食度を

用いたコンクリート健全性を予測できることから，対象

トンネルにおける 2 つの駅間（1m 間隔で分析可能な

1,512 区間）の側壁部を対象に，システムの予測結果と

画像情報から得られる変状および補修跡の平均面積率

の関係を分析した（図－9）。 

システムの予測結果は，現在の推定鉄筋腐食度を潜伏

期，進展期，加速期に区分し，更に潜伏期は潜伏期末に

到達するまでの年数に応じて 4 段階に区分して集計した。

また変状および補修跡の平均面積率は，施工後の初期不

良による補修跡等を除外したうえで，経年劣化により発

生したと考えられる変状を抽出して算出した。さらに，

中性化が鉄筋腐食に大きな影響を与える水分の供給有

無を，画像情報から漏水・漏水痕情報を読み取ることで

区別した。図－9 に示されるとおり，予測される劣化度

合いが進展するに従って，変状や補修跡の平均面積率が

増加する傾向にあることが示されている。また，水分供

給が認められる区間で，全体的に変状および補修跡平均

面積率が高まる傾向も読み取れる。以上，本節の比較を

通じて全体的な劣化傾向は捉えられると判断したこと

から，次節では維持管理支援に関するケーススタディを

実施することとする。 
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図-10 ケーススタディ結果（年間予算と累積必須事業費用の推移） 
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   図-8 劣化度予測と実際の腐食度の傾向         図-9 劣化度予測と平均補修面積率の関係 
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4.2 ケーススタディ 

前節の検証結果を踏まえて，以下に示す 2 通りの補修

戦略シナリオを用意し，維持管理計画対象期間を 30 年

間としたケーススタディを実際の路線（RC トンネルの

総延長 36,650m/2-lanes）を対象に行う。シナリオ 1 では，

RC トンネルの構造安全性を重視した予防保全を実施す

る。具体的には=30 [%]， =20 [%]と設定した。30 年間

で予防保全が必要と判断される管理原単位に対して，年

間予算が均等となるように予算制約を掛けた。またシナ

リオ 2 では，30 年間の補修費用を制限するため，ある程

度の鉄筋腐食の進行を許容する。具体的には=100 [%]，

=50 [%]と設定した。予防保全の予算制約はシナリオ 1

と同様に，30 年間を平準化した。 

 ケーススタディの結果を図－10 に示す。グラフの縦軸

は，プラス側に各年の予算を，マイナス側には閾値を超

えてシステムが必須と判断した予防保全の実施費用を

表している。ただし，ここでの費用は，対象トンネル全

長を予防保全する場合に要する費用を 100 [%]として，

その割合で示した相対値で表現している。安全性を重視

したシナリオ 1 では，費用面を有利に考えたシナリオ 2

に比べて，予防保全費用が 2.46 倍となっており，コスト

負担が増大している。 

 続いて，劣化状況に応じた，1 年あたりのかぶりコン

クリートの剥落平均発生確率を設定し，各々のシナリオ

に対して剥落発生予測値を比較することを試みる。RC

地下トンネルのかぶりコンクリートの剥落は，直接的に

構造性能の低下につながるものではないが，列車の安定

運行に及ぼす影響は大きく，メンテナンスを考える上で

重要なイベントであると捉え，ここで取り上げるもので

ある。本試算では，かぶりコンクリートの剥落平均発生

確率を表－3 のように仮設定した。この発生確率から算

出される 2010年現在でのかぶり剥落発生の基準値を 100 

[%]とおくと，2039 年時点には，上述のシナリオ 1 で 60 

[%]，シナリオ 2 で 126 [%]となる。また，メンテナンス

を全く実施しなければ 203 [%]となる。この結果から補

修投資を行うことの効果が伺え，最適な補修投資を考え

る上で有益な参考情報となるものと思われる。 

 

5. 結論 

 非破壊試験により実測したかぶり厚データと数値予

測手法を組み合わせた維持管理マネジメントシステム

を提案し，供用中のある地下鉄路線に対して実際に試行

した。提案システムは目的にあわせて 3 つのサブシステ

ムから構成される。現場計測情報と数理モデルを組み合

わせた劣化予測を行い，事業者が独自に決める閾値に基

づき補修順位とタイミングを決定し，事業予算との兼ね

合いで維持管理計画を立案するものである。 

 無作為に選択した実構造物内部の鋼材腐食状況およ

び補修面積率との比較を行った結果，提案する劣化手法

は概ね実際の劣化進行を捉えていることが分かった。ま

た判定されるステージに応じたコンクリート剥落の確

率を仮定することにより，維持管理プランに応じて変動

する剥落リスクを算定することができた。以上から，本

提案システムは，定時運行を支える地下トンネルの適切

な維持管理計画を支援可能であることが明示された。今

後，個別要素技術の向上や，保有データの蓄積を図るこ

とで，マネジメントシステムのさらなる高度化が実現可

能であると思われる。 
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表-3 かぶりコンクリートの剥落発生確率の設定 

劣化期 
全区間が当該期に達した場合

の剥落頻度設定 
剥落平均 
発生確率 

加速期以降 1 週間に 1 度剥落が発生する 1.4×10-3
回/m･年

進展期 1 ヶ月に 1 度剥落が発生する 3.3×10-4
回/m･年

潜伏期 5 年に 1 度剥落が発生する 5.5×10-6
回/m･年
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